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③ 効果的な融資制度の充実等により中小企業に対する資金の供給の円滑化を図ること 

 

【取組の概要】 

 県内中小企業の事業活動の促進及び経営の安定化を図り、本県経済の活性化へつなげて

いくためには、前向きな取組への資金供給や資金繰り対策などの金融円滑化を図ることが

重要である。 

 このため、以下のとおり資金供給の円滑化に係る各種事業を実施した。 

 

○ 中小企業の資金ニーズを的確に捉えた弾力的な運用、新たな資金の創設等の制度資金

の充実 

 県内金融機関に対し裏付け資金を預託することにより、低利な特別保証融資制度を実

施し、前向きな事業活動の支援から災害対応を含めたセーフティネット機能まで幅広い

支援を行った。 

 令和４年度は、県特別保証融資制度「『選ばれる青森』への挑戦資金」の融資対象に、

「ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）を推進する取組」を新たに加えるととも

に、創業や成長分野等を対象とする信用保証料補助を引き続き実施し、中小企業の前向

きな取組を強力に支援した。 

 また、新型コロナウイルス感染症の影響により、事業活動に支障を生じている中小企

業の資金繰りを支援するため、「経営安定化サポート資金」の「災害枠」に「新型コロナ

ウイルス感染症」を継続指定したほか、同感染症による売上減少等の要件に合致する融

資について、信用保証料の３０％を補助し、中小企業の負担軽減を行った。 

さらに、物価高騰により事業活動に影響を受ける県内中小企業者に対する支援を強化

するため、令和４年６月１日から、「経営安定化サポート資金」の「経営安定枠」におい

て、物価高騰の影響を受けている県内中小企業者を融資対象に追加した。 

 このほか、中小企業構造の高度化を推進する中小企業高度化資金制度を実施した。 

 

 

【基本方針事業一覧】 

 

 

No. 事業名
R4事業費
（千円）

R4
新規

担当課等 掲載頁

1 青森県特別保証融資制度貸付金 56,490,000 商工政策課 70

2 中小企業高度化資金貸付金（中小企業高度化事業） 275,020 商工政策課 71

3
青森県信用保証協会補助
東北地方太平洋沖地震被災中小企業経営再建特別
対策事業費補助

28,455 商工政策課 71

4 創業・成長産業推進金融対策事業費補助 85,906 商工政策課 72

5 新型コロナウイルス感染症金融対策事業費補助 9,359 商工政策課 72

6
新型コロナウイルス感染症中小企業経営再建特別対
策事業費補助

1,170,090 商工政策課 73

小計 58,058,830
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青森県特別保証融資制度貸付金 
事業費 56,490,000千円 

１ 
 

【 事業概要 】 【 事業実績 】 

 県内中小企業者の事業活動の促進及び

経営の安定化を図るため、青森県信用保証

協会及び県内金融機関との連携のもと、県

特別保証融資制度（長期・低利な資金の融

資）を実施し、県内中小企業者に対する金

融の円滑化に努めている。 

 令和４年度は、ＤＸを推進する取組に関

する融資メニューを新設したほか、新型コ

ロナウイルス感染症の影響を受ける県内中

小企業者を対象とした資金を継続するとと

もに、保証料補助の実施により、県内中小

企業者の負担軽減を行った。 

項目名 ３年度 ４年度 

 
「選ばれる青森」への挑戦資金 融資件数・

融資額 

526件 

5,382,900千円 

651件 

6,897,486千円 

 経営安定化サポート資金 融資件数・融資額 
846件 

14,464,525千円 

142件 

1,615,900千円 

 事業活動応援資金 融資件数・融資額 
590件 

6,511,253千円 

717件 

7,676,097千円 

 経営力強化対策資金 融資件数・融資額 
2件 

59,500千円 

10件 

113,500千円 

 伴走支援型借換資金 融資件数・融資額 － 
54件 

1,105,066千円 

 計 
1,964件 

26,418,178千円 

1,574件 

17,408,049千円 

（担当課：商工政策課 商工金融グループ） 
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中小企業高度化資金貸付金（中小企業高度化事業）  

事業費 275,020千円  
２ 

 

【 事業概要 】 【 事業実績 】 

中小企業者が事業協同組合等を設立し

て、工場団地、卸団地及びショッピングセ

ンター等を建設する場合に、県が独立行

政法人中小企業基盤整備機構（以下「中小

機構」という。）から必要資金の一部を借

り入れて、県の資金と合わせて、長期かつ

低利（無利子）で貸付する。 

申込みがあった中小企業者に対し、高度

化事業計画の診断助言を実施し、中小機構

の事業認定を受けた上で、貸付を実行した。 

 

項目名 ３年度 ４年度 

 
貸付申込件数 1件 0件 

貸付決定件数 1件 2件 

（担当課：商工政策課 商工金融グループ） 

 
 
  ①青森県信用保証協会補助 

②東北地方太平洋沖地震被災中小企業経

営再建特別対策事業費補助 

事業費28,455千円 

(①13,132 千円、②15,323 千円)  
３ 

 

【 事業概要 】 【 事業実績 】 

東日本大震災により事業用資産に直接被

害を受けた県内中小企業を金融面から支援

するため、県特別保証融資制度「経営安定

化サポート資金」の「災害復旧枠」（平成 

２２年度から２３年度まで実施）につ 

いて、保証料全額免除（①）及び無利子 

（②）とし、これらに要する経費を青森県

信用保証協会及び金融機関にそれぞれ補助

する。 

平成２４年度以降はその融資実績に基づ

き、保証料補助及び利子補助を実施してい

る。（事業終了予定年度：令和８年度） 

経営安定化サポート資金「災害復旧枠」

の平成２２年度及び２３年度の融資実績 

（５５１件、16,946,455千円）に基づき、

令和４年度分の保証料補助及び利子補給を

実施した。 

項目名 ３年度 ４年度 

 保証料補助の補助金交付額 17,078千円 13,132千円 

 利子補助の補助金交付額 19,925千円 15,323千円 

（担当課：商工政策課 商工金融グループ） 
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創業・成長産業推進金融対策事業費補助 
事業費85,906千円 

４ 
 

【 事業概要 】 【 事業実績 】 

 少子高齢化や人口減少等により県内中

小企業が減少し、県経済の縮小が危惧され

る中、現状を打破していくため、県経済の

活性化が期待される分野の取組の加速化

に向け、県特別保証融資制度「『選ばれる

青森』への挑戦資金」のうち、創業や成長

産業分野等に係る取組に対し、信用保証料

の３０％又は４０％を県が補助する。 

令和４年度「選ばれる青森」への挑戦資

金のうち、創業や成長産業分野等に係る取

組について、信用保証料の３０％又は 

４０％を県が補助した。 

項目名 ３年度 ４年度 

 
保証料補助の対象となった件数、補助金

交付額 

482件 

67,572千円 

596件 

85,906千円 

（担当課：商工政策課 商工金融グループ） 

 

 
  

新型コロナウイルス感染症金融対策事業費補助 
事業費 9,359千円 

５ 
 

【 事業概要 】 【 事業実績 】 

新型コロナウイルス感染症の影響を受

ける県内中小企業者の負担軽減及び経営

安定化を図るため、県特別保証融資制度

「経営安定化サポート資金」の災害枠につ

いて、信用保証料の一部を免除し、これに

要する経費を県が青森県信用保証協会に

補助する。 

令和４年度経営安定化サポート資金「災

害枠」のうち、「県指定災害」に係る保証債

務について、信用保証料の３０％を県が補

助した。 

項目名 ３年度 ４年度 

 
保証料補助の対象となった件数、補助金

交付額 

335件 

143,500千円 

97件 

9,359千円 

 （担当課：商工政策課 商工金融グループ） 
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新型コロナウイルス感染症中小企業経営再建特別対策事業費補助   

事業費 1,170,090千円 
６ 

 

【 事業概要 】 【 事業実績 】 

 新型コロナウイルス感染症の影響を受け

る県内中小企業者の負担軽減及び経営安定

化を図るため、県特別保証融資制度「経営

安定化サポート資金」の災害枠のうち、「新

型コロナウイルス感染症対応資金」及び 

「青森県新型コロナウイルス感染症特別対

策資金」（令和２年度から３年度まで実施）

について、借入後３年間無利子とし、これ

に要する経費を県が金融機関に補助する。 

 令和３年度以降は融資実績に基づき、利

子補給を実施している。（事業終了予定 

年度：令和６年度） 

経営安定化サポート資金「災害枠」のう

ち、「新型コロナウイルス感染症対応資金」

及び「青森県新型コロナウイルス感染症特

別対策資金」の令和２年度及び３年度の融

資実績（８，３６５件、147,571,364千円）

に基づき、令和４年度分の利子補給を実施

した。 

項目名 ３年度 ４年度 

 
利子補給の対象となった件数、補助金交

付額 

8,365件 

1,221,586千円 

8,365件 

1,170,090千円 

（担当課：商工政策課 商工金融グループ）  
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